
 

 

 

  

令和２年４月 23日 

 

 

消費者安全法の重大事故等に係る公表について 

 

 消費者安全法に基づき、関係行政機関等から生命・身体被害に関する消費者

事故等として通知された事案は 40件、うち重大事故等として通知された事案

は 27件でした。 

概要について、以下のとおり公表します。 

 

１. 消費者事故等として通知された事案（40件） 

（１）関係行政機関より 33件（食品－２件、製品－31件） 

 

（２）地方公共団体等より７件（食品－２件、製品－２件、役務－３件） 

 

（３）消費者安全調査委員会（消費者庁）より０件 

    

 

２．重大事故等として通知された事案（27件） 

（１）関係行政機関（23件） 

●総務省消防庁に報告のあった製品事故情報（23件） 

 

（２）地方公共団体等（４件） 

●製品による事故情報（２件） 

●役務による事故情報（２件） 

 

注：（１）及び（２）の事案については、被害拡大のおそれがあり得ると考え

られることから、通知元等に対して対応状況を確認し、その結果を踏まえ、

今後の対応を検討する予定。 

 

（３）消費者安全調査委員会（消費者庁）（０件） 

 

 

３．特記事項   

なし 

 

 

 
News Release  



 

 

 

４．留意事項 

  これらは、消費者安全法第 12 条第１項又は第２項及び第 29 条第１項又は

第２項の規定に基づく通知内容の概要であり、現時点において、調査等によ

り事実関係が確認されたものではなく、消費者庁として事故原因等を確定し

たものではありません。 

本公表内容については、速報段階のものであり、今後の追加情報、事故調査

の進展等により、変更又は削除される可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係行政機関及び地方公共団体等からの通知に関する問合せ 

消費者庁消費者安全課 照井、西口 

TEL : 03(3507)9263    FAX : 03(3507)9290 

 



管理番号 事故発生日 通知受理日 製品名等 被害状況等 事故内容
事故発生
都道府県

備考

G1200413-01 令和元年11月4日 令和2年4月13日 エアコン（室外機） 火災
当該エアコン（室外機）及び周辺を焼損する火災が
発生した。当該製品に起因するのか、他の要因かも
含め、現在、原因を調査中。

愛知県

令和元年11月15
日に消費生活用製
品の重大製品事
故として公表済

G1200413-02 令和2年1月31日 令和2年4月13日 電子レンジ 火災
当該電子レンジを焼損する火災が発生。発火源も
含め、現在、原因を調査中。

兵庫県

G1200413-03 令和2年3月25日 令和2年4月13日 エアコン（室外機） 火災 当該エアコン(室外機)から出火する火災が発生。 愛知県

G1200413-05 令和2年4月3日 令和2年4月13日
バッテリー（リチウムイオ
ン、電動工具用）

火災
当該バッテリー（リチウムイオン、電動工具用）を焼
損する火災が発生。発火源も含め、現在、原因を調
査中。

愛知県

G1200413-06 令和2年4月8日 令和2年4月13日
バッテリー（電動アシスト自
転車用）

火災
当該バッテリー（電動アシスト自転車用）を焼損する
火災が発生。発火源も含め、現在、原因を調査中。

京都府

関係行政機関及び地方公共団体等からの通知

■関係行政機関からの通知

別紙



管理番号 事故発生日 通知受理日 製品名等 被害状況等 事故内容
事故発生
都道府県

備考

G1200413-07 令和2年4月9日 令和2年4月13日 電子レンジ 火災
当該電子レンジを焼損する火災が発生。発火源も
含め、現在、原因を調査中。

三重県

G1200413-09 令和2年4月11日 令和2年4月13日 普通乗用自動車 火災
当該普通乗用自動車を焼損する火災が発生。発火
源も含め、現在、原因を調査中。

岐阜県

G1200414-02 令和2年4月5日 令和2年4月14日 軽自動車 火災
当該軽自動車を焼損する火災が発生。発火源も含
め、現在、原因を調査中。

奈良県

G1200414-03 令和2年4月5日 令和2年4月14日 ガストーチ 火災
当該ガストーチを焼損する火災が発生。発火源も含
め、現在、原因を調査中。

大阪府

G1200414-04 令和2年4月9日 令和2年4月14日 原動機付自転車 火災
当該原動機付自転車を焼損する火災が発生。発火
源も含め、現在、原因を調査中。

山口県

G1200414-05 令和2年3月11日 令和2年4月14日 コンセント 火災
当該コンセントを溶融し、周辺を焼損する火災が発
生した。当該製品から出火したのか、他の要因かも
含め、現在、原因を調査中。

滋賀県

令和2年4月14日に
消費生活用製品
の重大製品事故と
して公表済
G1200317-15及び
G1200401-04と同
一事故



管理番号 事故発生日 通知受理日 製品名等 被害状況等 事故内容
事故発生
都道府県

備考

G1200415-01 令和2年3月26日 令和2年4月15日 普通乗用自動車 火災
当該普通乗用自動車を焼損する火災が発生。発火
源も含め、現在、原因を調査中。

長野県

G1200415-03 令和2年4月5日 令和2年4月15日 普通乗用自動車 火災
当該普通乗用自動車を焼損する火災が発生。発火
源も含め、現在、原因を調査中。

山口県

G1200415-04 令和2年4月9日 令和2年4月15日 石油給湯機 火災
当該石油給湯機を焼損する火災が発生。発火源も
含め、現在、原因を調査中。

岡山県

G1200415-06 令和2年4月11日 令和2年4月15日 エアコン（室外機） 火災
当該エアコン（室外機）を焼損する火災が発生。発
火源も含め、現在、原因を調査中。

埼玉県

G1200415-07 令和2年4月11日 令和2年4月15日 石油ストーブ（開放式） 火災
当該石油ストーブ（開放式）を焼損する火災が発
生。発火源も含め、現在、原因を調査中。

兵庫県

G1200415-08 令和2年4月12日 令和2年4月15日 軽自動車 火災
当該軽自動車を焼損する火災が発生。発火源も含
め、現在、原因を調査中。

広島県



管理番号 事故発生日 通知受理日 製品名等 被害状況等 事故内容
事故発生
都道府県

備考

G1200415-09 令和2年4月3日 令和2年4月15日
昇圧ユニット（太陽光発電
システム用）

火災

当該昇圧ユニット（太陽光発電システム用）を使用
中、当該製品及び周辺から発煙する火災が発生し
た。当該製品に起因するのか、他の要因かも含め、
現在、原因を調査中。

大阪府

令和2年4月17日に
消費生活用製品
の重大製品事故と
して公表済
G1200408-06と同
一事故

G1200416-01 令和2年3月17日 令和2年4月16日 普通乗用自動車 火災
当該普通乗用自動車を焼損する火災が発生。発火
源も含め、現在、原因を調査中。

福島県

G1200416-02 令和2年4月5日 令和2年4月16日 軽自動車 火災
当該軽自動車を焼損する火災が発生。発火源も含
め、現在、原因を調査中。

茨城県

G1200416-04 令和2年4月12日 令和2年4月16日 ガスこんろ 火災
当該ガスこんろを焼損する火災が発生。発火源も含
め、現在、原因を調査中。

兵庫県

G1200417-01 令和2年3月2日 令和2年4月17日 延長コード 火災
当該延長コードを焼損する火災が発生。発火源も含
め、現在、原因を調査中。

栃木県

G1200417-04 令和2年4月11日 令和2年4月17日 電気鍋 火災
当該電気鍋を焼損する火災が発生。発火源も含
め、現在、原因を調査中。

埼玉県

※　管理番号：総務省消防庁（G）から通知のあったもの



管理番号 事故発生日 通知受理日 製品名等 被害状況等 事故内容
事故発生
都道府県

備考

200414-001 令和元年12月23日 令和2年4月14日
保健・福祉サービス(整体
院)

重傷1名 整体院で施術を受けたところ、左肋骨骨折の重傷。 神奈川県

200415-004 令和2年2月11日 令和2年4月15日 加湿器（スチーム式） 重傷1名(1歳)
当該加湿器（スチーム式）を使用中、幼児が手に火
傷を負った。事故発生時の状況を含め、現在、原因
を調査中。

岡山県

令和2年4月17日に
消費生活用製品
の重大製品事故と
して公表済

200416-001 令和元年11月29日 令和2年4月16日
はしご（天井用、折りたた
み式）

重傷1名(70歳代)

天井に設置された当該はしご（天井用、折りたたみ
式）を使用しようとしたところ、当該製品及び蓋板が
落下し、負傷した。当該製品の施工状況を含め、現
在、原因を調査中。

香川県

令和2年1月21日に
消費生活用製品
の重大製品事故と
して公表済

200416-003 平成30年2月26日 令和2年4月16日 その他のサービス（店舗） 重傷1名(60歳代)
店舗において、水をまき凍結した入り口で足を滑ら
せ転倒し、右足関節外果骨折の重傷。

広島県

■地方公共団体等からの通知

別紙
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